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分担研究報告書 

 
６.  中規模建築物における給水に係る衛生管理の実態と課題 

 
分担研究者  島﨑 大 国立保健医療科学院 上席主任研究官 

 
研究要旨 
中規模建築物における給水（飲料水、雑用水、貯水槽）の管理状況と課題を明らかにすることを

目的として、（公社）全国ビルメンテナンス協会会員企業を対象に、中規模建築物の衛生状態に関す

るアンケート調査を実施した。給水の管理については、飲料水および雑用水ごとに水質検査の項目

数と検査頻度、遊離残留塩素の検査頻度、貯水槽の清掃頻度、貯水槽の点検・検査の実施頻度につ

いて回答を求めた。413 社より全国の中規模建築物 886 件の管理状況に関する情報を得た。飲料水

の水質検査は、368 件で実施されており、うち 6 ヶ月に 1 回が 134 件、1 年に 1 回が 222 件であっ

た。水質検査の項目数は、多くの場合 11 項目以上であったものの、建築物環境衛生管理基準に示さ

れた検査項目よりも少ない状況であった。遊離残留塩素の検査頻度は、週 1 回が 165 件であり、毎

日の実施も 3 件あった。一方、2 週間に 1 回未満は 31 件、未実施は 191 件に上り、遊離残留塩素の

検査は十分でないと判断された。貯水槽の清掃は 431 件、点検・検査は 204 件（ただし第 2 回調査

の 476 件中）で年 1 回以上実施されており、過半数の建築物は未実施または未回答であった。雑用

水は、飲料水よりも各検査や点検の実施頻度が大幅に少ない状況であった。また、主たる特定用途

ごとの管理状況に特段の差異は見られなかった。 
中規模建築物における給水に関する管理は、一部で特定建築物と同程度の水準であったものの、

特に遊離残留塩素の検査や貯水槽の清掃、点検および検査について、多くの建築物では不十分な実

施状況にあると判断された。わが国では過去に不適切な給水の衛生管理による健康被害が発生して

いることより、中規模建築物においても管理水準を向上することが必要であると考えられた。 
 

 
A.  研究目的 
中規模建築物においては、建築物衛生法

に規定される「建築物環境衛生管理基準」に

従って貯水槽の衛生管理および飲料水の水

質管理を行う義務は課せられていないもの

の、多数の者が使用、利用するものについて

は努力義務が課せられており、当該基準に

従って維持管理をするように努めなければ

ならないとされている（建築物衛生法第 4

条第 3 項）。また、有効容量 10m3 を超える

貯水槽を有する建築物においては、水道法

に規定される簡易専用水道管理基準に従っ

て貯水槽の衛生管理、水質管理を行うこと

（水道法第 34 条の 2 第 1 項）、年１回登録 

 

検査機関の検査を受けること（水道法第

34 条の 2 第 2 項）が義務づけられている。

さらに、有効容量 10m3 以下の貯水槽につい

ても、自治体によっては条例等により簡易

専用水道に準じた維持管理を管理者に求め

ている場合がある。しかしながら、中規模建

築物における貯水槽の衛生管理や水質管理

についての管理状況は明確でない。 

そこで今年度においては、中規模建築物

における給水（飲料水、雑用水、貯水槽）の

管理状況と課題を、実際に給水の衛生管理

に関わる業者へのアンケート調査により明

らかにすることを目的とした。 
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B.  研究方法 
厚生労働科学研究厚生労働科学研究費補

助金「建築物環境衛生管理基準の検証に関

する研究」（研究代表者 国立保健医療科学

院 林基哉）との合同により、公益社団法人

全国ビルメンテナンス協会会員企業を対象

として、平成 30 年 9 月および令和 2 年 1 月

において、中規模建築物の衛生状態の実態

把握に関するアンケート調査を実施した。

アンケート調査を配付した企業は、事前の

予備調査により中規模建築物の衛生管理に

関する業務受託の実績があると回答した全

国の 1047 社とした。 

当該のアンケートでは、①各会員企業が

受託している建築物数と受託業務、②受託

業務が多い中規模建築物の諸元（所在地、延

床面積、主たる特定用途、建築物環境衛生管

理技術者の関与、業務の受託状況）③各受託

業務における衛生管理状況（実施の有無、頻

度等）、④衛生状態に関するクレーム有無を

回答項目とした（参考資料）。なお、③のう

ち給水の管理については、飲料水および雑

用水ごとに水質検査の項目数と頻度、遊離

残留塩素の検査頻度、貯水槽の清掃頻度、貯

水槽の点検・検査の実施頻度（令和元年調査

のみ）に関する回答を求めた。有効回答を集

計し、中規模建築物における給水の管理状

況を把握、課題点を抽出した。 

 

C.  研究結果および考察 
C.1 アンケートの回収状況および中規模建

築物の件数と用途 
公益社団法人全国ビルメンテナンス協会

会員企業を中心に、1 回目および 2 回目の

調査を合わせて、全国の 413 社より回答を

得た。アンケートの回収率は 39.4%であっ

た。各社が業務を受諾する中規模建築物は、

全国合計で 886 件に上った。 

各中規模建築物の用途別件数を表 6-1 に

示す。回答対象となった半数以上の建築物

が事務所であり、店舗、集会場、旅館、学校

等、興行場、遊技場、図書館、百貨店、博物

館、美術館の順であった。 

 

表 6-1 各中規模建築物の用途別件数 

用途 小計 

興行場 24 

百貨店 6 

集会場 70 

図書館 19 

博物館 5 

美術館 2 

遊技場 21 

店舗 167 

事務所 453 

学校等 37 

旅館 69 

不明 13 

合計 886 

                 

C.2 飲料水・水質検査の実施項目数 
図 6-1 に飲料水を対象とした水質検査の

実施項目数を用途別に示す。多くの建築物

において 10-14 項目の水質検査が実施され

ており（253 件）、特に 11 項目の実施が多か

った（173 件）。特定建築物を対象とした建

築物環境衛生管理基準 1)では、6 ヶ月以内に

１回、16 項目の水質検査一般細菌、大腸菌、

鉛及びその化合物※、亜硝酸態窒素、硝酸態

窒素及び亜硝酸態窒素、亜鉛及びその化合

物※、鉄及びその化合物※、銅及びその化合

物※、塩化物イオン、蒸発残留物※、有機物
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（全有機炭素（TOC）の量）、pH 値、味、臭

気、色度、濁度）が義務づけられている。な

お、※を付した 5 項目については、水質基

準に適合していた場合は、その次の回の水

質検査時に省略可能とされている。このた

め、特定建築物に準じて、11 項目の水質検

査が多く行われていたと考えられる（ただ

し、建築物環境衛生管理基準に沿えば、検査

を省略した回の次の検査時には当該項目の

検査を実施する必要がある）。 
次に多かったのが 15-19 項目の実施（60

件）であり、その大半は 16 項目であった

（48 件）。20 項目以上が実施されている建

築物は 33 件であり、大部分は 28 項目を実

施していた（23 件）。上記の 16 項目に加え

て、1 年以内に一回、6 月 1 日から 9 月 30
日の期間に実施が求められている消毒副生

成物等 12 項目（シアン化物イオン及び塩化

シアン、塩素酸、クロロ酢酸、クロロホルム、

ジクロロ酢酸、ジブロモクロロメタン、臭素

酸、総トリハロメタン、トリクロロ酢酸、ブ

ロモジクロロメタン、ブロモホルム、ホルム

アルデヒド）の水質検査が、特定建築物と同

様に実施されていたと推察される。 

図 6-1 飲料水の水質検査項目数 

一方、検査項目が 10 項目未満、あるいは

未実施となる建築物も多く見受けられた。

特に一部の学校等や事務所、店舗において

検査項目が十分でない件数が多い点に留意

が必要である。 
 

 C.3 飲料水・水質検査の実施頻度 
図 6-2 に飲料水を対象とした水質検査の

実施頻度を用途別に示す。ほとんどの場合、

12 ヶ月に 1 回（222 件）あるいは 6 ヶ月に

1 回（134 件）の実施であった。前項にて記

したように、特定建築物の場合は 16 項目を

6 ヶ月以内に 1 回実施することが求められ

ており、中規模建築物においては、同程度ま

たはそれ以下となる頻度で検査が行われて

いた。ただし、水道法に定める簡易専用水道

（貯水槽の有効容量の合計が 10ｍ3 超）の

法定検査として水質検査を実施する場合に

は、実施頻度は年 1 回以上となる 2)。また、

前項とも関わるが、5 項目（臭気、味、色、

色度、残留塩素）の水質検査を行うこととさ

れている。当該の中規模建築物の給水に関

する衛生管理が、特定建築物に準じている 

図 6-2 飲料水の水質検査頻度 
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のか、あるいは、水道法の簡易専用水道に沿

っているのか、さらに確認する必要がある

と考えられる。 

 
C.4 飲料水・遊離残留塩素の検査頻度 
 図 6-3 に飲料水を対象とした遊離残留塩

素の検査頻度を用途別に示す。多くの場合、

特定建築物を対象とした建築物環境衛生管

理基準に示される 7 日以内ごとに 1 回の検

査頻度にて実施されていた（168 件）。うち

3 件は、毎日検査が行われており、自治体に

よる上乗せの指導、あるいは、水道法に定め

る専用水道に該当する可能性が考えられた。

一方、検査頻度が週 1 回未満である建築物

も見受けられた。また、貯水槽がないため遊

離残留塩素の検査を実施していない建築物

も多く報告された（188 件）。  
C.5 貯水槽の清掃頻度 
 図 6-4 に飲料水用貯水槽の清掃頻度を用

途別に示す。ほとんどが 12 ヶ月に 1 回の実

施であり（396 件）、一部は 6 ヶ月に 1 回以 

図 6-3 飲料水の遊離残留塩素の検査頻度 

 

上の頻度であった（35 件）。環境衛生管理基

準では貯水槽の清掃を１年以内ごとに 1 回

実施することが示されており、それに準じ

た管理が行われていた。ただし、一部の建築

物において未実施であり（67 件）、貯水槽の

衛生管理を周知徹底する必要が認められた。 
 
C.6 貯水槽の点検・検査頻度 
図 6-5 に飲料水用貯水槽の点検・検査頻

度を用途別に示す。貯水槽の点検・検査は、

建築物環境衛生管理基準には実施が位置づ

けられていないものの、空気調和設備等の

維持管理及び清掃等に係る技術上の基準 3)

において、定期的に点検し必要に応じて補

修を行うことが求められている。 

貯水槽の点検・検査は中規模建築物のう

ち 204 件（ただし令和 2 年調査の 476 件中）

で年 1 回以上実施されており、その大半は

12 ヶ月に 1 回（120 件）であったが、1 ヶ月

に 1 回実施も 60 件に上った。自治体によっ

ては 1 ヶ月に 1 回程度、貯水槽およびその 

図 6-4 飲料水用貯水槽の清掃頻度 

 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

興
行
場

百
貨
店

集
会
場

図
書
館

博
物
館

美
術
館

遊
技
場

店
舗

事
務
所

学
校
等

旅
館

不
明

1週に2回以上 1週に1回 2週に1回

4週に1回 5週に1回 12週に1回

12週に1回未満 未実施 貯水槽なし

不明

0%

20%

40%

60%

80%

100%

興
行
場

百
貨
店

集
会
場

図
書
館

博
物
館

美
術
館

遊
技
場

店
舗

事
務
所

学
校
等

旅
館

不
明

1ヶ月に1回 2ヶ月に1回

6ヶ月に1回 12ヶ月に1回

12ヶ月に1回未満 未実施

不明



-101- 
 

周囲の点検実施を指導している場合があり、

その取組みが反映された可能性がある。一

方、過半数の建築物は未実施または未回答

であり、貯水槽の損傷や経年劣化など、水の

汚染防止に必要な措置が定期的に講じられ

ていない状況にあることが推察された。 

図 6-5 飲料水用貯水槽の点検検査頻度 

 

C.7 雑用水における給水の衛生管理状況 
 飲料水と比較して、雑用水を対象とした

給水の衛生管理の実施件数は大幅に少なか

った。アンケート調査とした中規模建築物

のうち、雑用水の給水系統を所有する件数

が限られていたと推察された。 

水質検査の実施は計 41 件であり、検査頻

度は 2 ヶ月に 1 回（19 件）あるいは 12 ヶ

月に 1 回（16 件）が大部分であった。前者

は、建築物環境衛生管理基準にて 2 ヶ月以

内に 1 回の実施が求められている、大腸菌

および濁度が該当すると考えられた。 

遊離残留塩素の検査は、多くの場合建築

物環境衛生管理基準に沿って 1 週間に 1 回

（22 件、31 件中）実施されていたものの、

検査頻度が少ない、あるいは未実施の場合

も見受けられた。 

雑用水槽の清掃の実施は、建築物環境衛

生管理基準には明示されておらず、また、点

検など水が汚染されるのを防止するため必

要な措置の実施は、随時とされている。前者

は 53 件にて実施され、12 ヶ月に 1 回（38

件）、後者は 15 件にて実施され、1 ヶ月に 1

回から 12 ヶ月に 1 回まで、実施頻度は様々

であった。 

雑用水は人の飲用に供するものではない

ものの、散水やトイレ用水、修景用水などと

して用いられ、利用者がその飛沫に曝露さ

れる可能性も想定されることから、遊離残

留塩素の検査や貯水槽の点検など、適切な

衛生管理の実施が求められる。 

 

D.  結論 
 中規模建築物における給水に関する管理

は、一部で特定建築物と同程度の水準であ

ったものの、特に遊離残留塩素の検査や貯

水槽の清掃、点検および検査について、多く

の建築物では不十分な実施状況にあると判

断された。 

わが国では過去に不適切な給水の衛生管

理による健康被害が発生していることより、

中規模建築物においても管理水準を向上す

ることが必要であると考えられた。 
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